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平成１７年３月期 個別財務諸表の概要

株式会社  仙 台 銀 行
仙台市青葉区一番町２丁目１番１号

(URL http://www.sendaibank.co.jp)
取締役頭取

ＴＥＬ （022) 225-8241
決算取締役会開催日 平成 １７ 年　５ 月 ２０ 日 中間配当制度の有無 有 
定時株主総会開催日 平成 １７ 年  ６ 月 ２９ 日 単元株制度採用の有無 有 （１単元 100株）
配当支払開始予定日 平成 １７ 年  ６ 月 ３０ 日

１．平成１７年３月期の業績（平成16年4月1日～平成17年3月31日）
(1)経営成績

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

( ) ( ) ( )
( ) ( ) ( )

円 銭 円 銭 ％ ％ 百万円

61 －
39 －

(注)①期中平均株式数 17年3月期  　7,582,049 株 16年3月期  　7,584,360 株
    ②会計処理の方法の変更 無
    ③経常収支率＝経常費用／経常収益×１００
    ④経常収益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

00 00
00 00

(注)１７年３月期期末配当金の内訳　　記念配当　　―円　―銭、特別配当　　―円　―銭

(3)財政状態

％ 円 銭 ％

(注)①期末発行済株式数 17年3月期  株 16年3月期  株
　　②期末自己株式数　　　 17年3月期  株 16年3月期  株

２．平成１８年３月期の業績予想（平成17年4月1日～平成18年3月31日）

円 銭 円 銭 円 銭

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期） 円 銭

（注）上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る
　　　本資料発表日現在における仮定を前提としております。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる
　　　結果となる可能性があります。
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役 職 名

3,157 

経 常 利 益

1,885 

経常収支率
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1,286 

預金残高

121.9

株主資本配当率

716,824 
720,902 96.6

氏 名 三 井 精 一
企 画 部 長
小 野 寺 伸 一

2.2

当 期 純 利 益

579 35.2
214.5

39.9△   6.4△    599 
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株式会社 仙 台 銀 行

（単位：百万円）

24,468 716,824 
現 金 19,517 当 座 預 金 13,918 
預 け 金 4,950 普 通 預 金 299,483 

33,293 貯 蓄 預 金 12,756 
33 通 知 預 金 3,390 

3,865 定 期 預 金 371,023 
181,626 定 期 積 金 9,570 

国 債 47,047 そ の 他 の 預 金 6,681 
地 方 債 5,883 540 
社 債 60,764 6,244 
株 式 13,784 借 入 金 6,244 
そ の 他 の 証 券 54,146 0 

500,695 未 払 外 国 為 替 0 
割 引 手 形 4,905 1,944 
手 形 貸 付 36,466 未 払 法 人 税 等 90 
証 書 貸 付 419,150 未 払 費 用 415 
当 座 貸 越 40,172 前 受 収 益 373 

85 従 業 員 預 り 金 265 
外 国 他 店 預 け 85 給 付 補 て ん 備 金 2 

3,153 金 融 派 生 商 品 522 
前 払 費 用 59 繰 延 ヘ ッ ジ 利 益 7 
未 収 収 益 1,343 そ の 他 の 負 債 266 
金 融 派 生 商 品 16 288 
繰 延 ヘ ッ ジ 損 失 0 855 
そ の 他 の 資 産 1,734 1,181 

9,840 5,423 
土 地 建 物 動 産 9,351 733,302 
建 設 仮 払 金 25 
保 証 金 権 利 金 462 7,485 

2,913 5,875 
5,423 資 本 準 備 金 5,875 

△ 8,161 6,450 
利 益 準 備 金 1,609 
任 意 積 立 金 3,457 
当 期 未 処 分 利 益 1,382 

1,743 
2,408 
△ 28 

23,934 
資 産 の 部 合 計 757,236 757,236 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

支 払 承 諾 見 返

譲 渡 性 預 金

貸 出 金

外 国 為 替

そ の 他 資 産

動 産 不 動 産

金　　　額 金　　　額科          目

支 払 承 諾

外 国 為 替

賞 与 引 当 金

そ の 他 負 債

再評価に係る繰延税金負債
退 職 給 付 引 当 金

（ 資 産 の 部 ）
科          目

現 金 預 け 金

コ ー ル ロ ー ン

負 債 及 び 資 本 の 部 合 計

負 債 の 部 合 計

買 入 金 銭 債 権
金 銭 の 信 託
有 価 証 券

土 地 再 評 価 差 額 金
その他有価証券評価差額金
自 己 株 式

繰 延 税 金 資 産

貸 倒 引 当 金

第８４期末(平成17年3月31日現在)貸借対照表

資 本 の 部 合 計

( 負 債 の 部 )
預 金

借 用 金

( 資 本 の 部 )
資 本 金
資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金
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株式会社 仙 台 銀 行

第８４期
（単位：百万円）

金                 額
18,037

15,000
貸 出 金 利 息 12,151
有 価 証 券 利 息 配 当 金 2,697
コ ー ル ロ ー ン 利 息 31
預 け 金 利 息 89
そ の 他 の 受 入 利 息 29

2,658
受 入 為 替 手 数 料 996
そ の 他 の 役 務 収 益 1,661

149
外 国 為 替 売 買 益 5
商 品 有 価 証 券 売 買 益 2
国 債 等 債 券 売 却 益 59
国 債 等 債 券 償 還 益 74
金 融 派 生 商 品 収 益 7

227
株 式 等 売 却 益 3
金 銭 の 信 託 運 用 益 44
そ の 他 の 経 常 収 益 179

16,151
798

預 金 利 息 215
譲 渡 性 預 金 利 息 11
コ ー ル マ ネ ー 利 息 0
借 用 金 利 息 156
金 利 ス ワ ッ プ 支 払 利 息 69
そ の 他 の 支 払 利 息 345

1,614
支 払 為 替 手 数 料 181
そ の 他 の 役 務 費 用 1,433

148
国 債 等 債 券 売 却 損 40
国 債 等 債 券 償 還 損 90
国 債 等 債 券 償 却 2
そ の 他 の 業 務 費 用 15

12,048
1,541

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 693
貸 出 金 償 却 525
株 式 等 売 却 損 0
株 式 等 償 却 132
そ の 他 の 経 常 費 用 188

1,885
410

償 却 債 権 取 立 益 323
そ の 他 の 特 別 利 益 86

104
動 産 不 動 産 処 分 損 53
そ の 他 の 特 別 損 失 51

2,191
42
863

1,286
286
189

1,382

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

役 務 取 引 等 費 用

経 常 収 益
資 金 運 用 収 益

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 業 務 収 益

経 常 費 用
資 金 調 達 費 用

科　　　　　　　　目

平成16年4月 1日から
平成17年3月31日まで

中 間 配 当 額

法 人 税 等 調 整 額
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

前 期 繰 越 利 益

当 期 末 処 分 利 益

損益計算書

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

特 別 損 失

特 別 利 益
経 常 利 益

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費
そ の 他 経 常 費 用

そ の 他 経 常 収 益
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株式会社 仙 台 銀 行

（単位：円）

1,382,532,817

1,382,532,817

1,089,518,450

189,518,450

900,000,000

900,000,000

293,014,367

第８４期　利益処分案

次 期 繰 越 利 益

科               目

任 意 積 立 金

計

利 益 処 分 額

当 期 未 処 分 利 益

金　　　額

配 当 金 （ １ 株 に つ き 25 円 ）

別 途 積 立 金
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財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１ . 商品有価証券の評価基準及び評価方法
　商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）により行っております。

２ . 有価証券の評価基準及び評価方法
（１） 　有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社株式及び関連会社株式については移動平

均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては、決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法に

より算定）、時価のないものについては、移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。

　　なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法により処理しております。

（２） 　金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価は、上記１．及び２．（１）と同じ方法により行っております。

３ . デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
　デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

４ . 固定資産の減価償却の方法
（１） 動産不動産

　動産不動産の減価償却は、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　　　建　物　　　２年～５０年

　　　動　産　　　２年～２０年

（２） ソフトウェア

　自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可能期間（５年）に基づく定額法により償却しております。

５ . 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。

６ . 引当金の計上基準
（１） 貸倒引当金

　貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。

　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という｡）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以

下「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保

証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと

認められる債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者

の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸

倒実績率等に基づき計上しております。

　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査して

おり、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。

　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控

除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は９，９７７百万円であります。

（２） 賞与引当金

　賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しておりま

す。

（３） 退職給付引当金

　退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上して

おります。また、数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。

　数理計算上の差異：各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の

　　　　　　　　　　翌事業年度から費用処理

　なお、会計基準変更時差異（２，３８５百万円）については、１５年による按分額を費用処理しております。

（追加情報）

　従来、従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１５年）による定額法により数理計算上の差異を費用処理しておりましたが、平均残存勤

務期間の再検討を行った結果、平均残存勤務期間が１５．３年から１２．２年に短縮されたため平均残存勤務期間内の一定の年数を１５年から

１０年に変更しております。この変更による当事業年度の損益に与える影響額は軽微であります。

７ . リース取引の処理方法
　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっ

ております。
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８ . ヘッジ会計の方法
為替変動リスク・ヘッジ

外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監

査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25 号。以下「業種別監査委員会報告第 25 号」という。）に規定する繰延ヘッジによ
っております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う為替スワップ取引をヘッジ手段

とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を

評価しております。

なお、その他一部の資産・負債については、金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会平成１

１年１月２２日））注１４により、金利スワップ取引に係る金銭の受払の純額等を当該資産等に係る利息に加減して処理しております。

９ . 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、動産不動産に係る控除対象外消費税等は当期の費用に計上しておりま

す。

表示方法の変更

　（貸借対照表・損益計算書関係）

　　　従来、投資事業有限責任組合並びに民法上の組合及び匿名組合のうち投資事業有限責任組合に類するものの出資持分は、「その他の資産」に含めて

表示しておりましたが、「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成１６年６月９日法律第 97号）により当該出資持分が証券取引法上の有価証券と
定義されたことに伴い、当事業年度から「その他の証券」に含めて表示しております。また、当該組合の営業により獲得した損益の持分相当額につい

ては、従来、「その他業務収益」中の「その他の業務収益」に含めて表示しておりましたが、当事業年度から「資金運用収益」中の「有価証券利息配

当金」に含めて表示しております。

追加情報

　　　「地方税法等の一部を改正する法律」（平成１５年３月法律第 9号）が平成１５年３月３１日に公布され、平成１６年４月１日以後開始する事業年
度より法人事業税に係る課税標準の一部が「付加価値額」及び「資本等の金額」に変更されることになりました。これに伴い、当行は、「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」（企業会計基準委員会実務対応報告第 12 号）に基づき、「付加価値額」
及び「資本等の金額」に基づき算定された法人事業税について、当事業年度から損益計算書中の「営業経費」に含めて表示しております。



株式会社　仙 台 銀 行

38

注記事項（貸借対照表関係）

１ . 　子会社の株式総額　５４百万円
　なお、本項の子会社は、銀行法第２条第８項に規定する子会社であります。

２ . 　貸出金のうち、破綻先債権額は３，６０９百万円、延滞債権額は２２，６７７百万円であります。
　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みが

ないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施

行令（昭和 40年政令第 97号）第 96条第 1項第 3号のイからホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生じている貸出金であります。
　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予し

た貸出金以外の貸出金であります。

３ . 　貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は２４８百万円であります。
　なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当

しないものであります。

４ . 　貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は５，８４８百万円であります。
　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄

その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。

５ . 　破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は３２，３８４百万円であります。
　　なお、上記２．から５．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

６ . 　手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２４
号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処

分できる権利を有しておりますが、その額面金額は、４，９０５百万円であります。

７ . 　ローン・パーティシペーションで、平成７年６月１日付日本公認会計士協会会計制度委員会報告第３号に基づいて、原債務者に対する貸出金と
して会計処理した参加元本金額のうち、貸借対照表計上額は１，０７５百万円であります。

８ . 　担保に供している資産は次のとおりであります。
　日本銀行共通担保、為替決済、業界共通システム、公金事務等の取引の担保として、有価証券５０，８６３百万円を差し入れております。

９ . 　当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件につい
て違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は､１２１，６２０

百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のもの（又は任意の時期に無条件で取消可能なもの）が１２０，９２０百万円あります。

　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行の将来のキャッシュ・フロ

ーに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行

申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動

産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、

与信保全上の措置等を講じております。

１０ . 　土地の再評価に関する法律（平成 10年３月 31日公布法律第 34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評
価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として資本の部

に計上しております。

　再評価を行った年月日　　　平成１０年３月３１日

　同法律第３条第３項に定める再評価の方法　　　　土地の再評価に関する法律施行令（平成 10年 3月 31日公布政令第 119号）第２条第４号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に定める地価税法（平成３年法律第69号）第１６条に規定する地価税の課税価格の計算の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算定した

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　価額に基づいて、奥行価格補正等、合理的な調整を行って算出しております。

　同法律第 10条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との
差額　　　２，３９７百万円

１１ . 　動産不動産の減価償却累計額　４，００３百万円

１２ . 　動産不動産の圧縮記帳額　　　　　３４２百万円
　　（当事業年度圧縮記帳額    －  百万円）

１３ . 　借入金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金６，１００百万円が含まれております。

１４ . 　会社が発行する株式の総数
　　　普通株式　　　　　１７，０００千株

　　発行済株式総数

　　　普通株式　　　　　　７，５９１千株

１５ . 　商法施行規則第１２４条第３号に規定する時価を付したことにより増加した純資産額は、２，４０８百万円であります。

１６ . 　会社が保有する自己株式の数
　　　普通株式　　　　　　　　　１０千株
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注記事項（損益計算書関係）

１． その他の経常費用には、債権売却損失１１２百万円を含んでおります。

２． その他の特別利益には、劣後特約付借入金の期限前償還に対する償還差額８５百万円を含んでおります。

３． その他の特別損失には、過年度人件費（時間外手当）５１百万円を含んでおります。

（リース取引関係）

　リース取引関係の注記については、EDINETによる開示を行うため記載を省略しております。

（有価証券関係）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

　
　当事業年度（平成１７年３月３１日現在）

　　　　該当ありません。

（税効果会計関係）

１ . 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産

　貸倒引当金損金算入限度超過額　　　　　　　３，７８７百万円

　退職給付引当金損金算入限度超過額　　　　　　　３４５

　減価償却超過額　　　　　　　　　　　　　　　　１６２

　有価証券償却　　　　　　　　　　　　　　　　　３３４

　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２５

繰延税金資産小計　　　　　　　　　　　　　　４，８５６

評価性引当額　　　　　　　　　　　　　　　　△　３１１

繰延税金資産合計　　　　　　　　　　　　　　４，５４４

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金　　　　　　　　△１，６３１

繰延税金負債合計　　　　　　　　　　　　　△１，６３１

繰延税金資産の純額　　　　　　　　　　　　　２，９１３百万円

２ . 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主な項目別の内訳
　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下であるため注記を省略しております。
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（単位：百万円）
平成１6年度末 平成１５年度末 比    較

（A） （B） (A - B)

24,468 24,432 36 
33,293 37,836 △ 4,543 

33 37 △ 4 
3,865 2,981 884 

181,626 175,648 5,978 
500,695 500,591 104 

85 31 54 
3,153 3,944 △ 791 
9,840 10,255 △ 415 
2,913 5,085 △ 2,172 
5,423 4,824 599 

△ 8,161 △ 8,472 311 
757,236 757,196 40 

716,824 720,902 △ 4,078 
540 - 540 

6,244 6,648 △ 404 
0 0 0 

1,944 1,479 465 
288 246 42 
855 812 43 

1,181 1,181 - 
5,423 4,824 599 

733,302 736,095 △ 2,793 

7,485 7,485 - 
5,875 5,875 - 
5,875 5,875 - 
6,450 5,543 907 
1,609 1,609 - 
3,457 3,257 200 
1,382 675 707 
1,743 1,743 - 
2,408 476 1,932 
△ 28 △ 22 △ 6 

23,934 21,101 2,833 
757,236 757,196 40 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

譲 渡 性 預 金

資 本 の 部 合 計

資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
任 意 積 立 金

土 地 再 評 価 差 額 金
その他有価証券評価差額金

 比 較 貸 借 対 照 表 ( 主 要 内 訳 )

科               目

貸 倒 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

借 用 金
外 国 為 替
そ の 他 負 債

資 産 の 部 合 計

預 金

動 産 不 動 産
繰 延 税 金 資 産
支 払 承 諾 見 返

負 債 及 び 資 本 の 部 合 計

（ 負 債 の 部 ）

再評価に係る繰延税金負債
支 払 承 諾
負 債 の 部 合 計

（ 資 本 の 部 ）

当 期 未 処 分 利 益

自 己 株 式

（ 資 産 の 部 ）

賞 与 引 当 金

現 金 預 け 金
コ ー ル ロ ー ン
買 入 金 銭 債 権
金 銭 の 信 託
有 価 証 券
貸 出 金
外 国 為 替
そ の 他 資 産

 40
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（単位：百万円）

平成16年度 平成15年度 比    較
 (A)  (B) (A - B)

18,037 17,642 395

資 金 運 用 収 益 15,000 14,180 820

（ う ち 貸 出 金 利 息 ） ( 12,151 ) ( 11,838 ) ( 313 )

（うち有価証券利息配当金） ( 2,697 ) ( 2,215 ) ( 482 )

役 務 取 引 等 収 益 2,658 2,464 194

そ の 他 業 務 収 益 149 70 79

そ の 他 経 常 収 益 227 927 700△            

16,151 17,043 892△            

資 金 調 達 費 用 798 543 255

（ う ち 預 金 利 息 ） ( 215 ) ( 245 ) ( 30△             )

役 務 取 引 等 費 用 1,614 1,403 211

そ の 他 業 務 費 用 148 148 0△             

営 業 経 費 12,048 12,234 186△            

そ の 他 経 常 費 用 1,541 2,712 1,171△          

1,885 599 1,286

410 504 94△             

104 45 59

2,191 1,058 1,133

42 29 13

863 450 413

1,286 579 707

286 285 1

189 189 0△             

1,382 675 707

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 比 較 損 益 計 算 書 （ 主 要 内 訳 ）

税 引 前 当 期 純 利 益

科               目

経 常 収 益

経 常 費 用

特 別 損 失

当 期 未 処 分 利 益

経 常 利 益

中 間 配 当 額

法 人 税 等 調 整 額

前 期 繰 越 利 益

特 別 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

当 期 純 利 益
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（単位：百万円）

(A) (B) (A)-(B)

1,382 675 707

1,382 675 707

1,089 389 700

189 189 0△          

900 200 700

900 200 700

293 286 7

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

次 期 繰 越 利 益

科               目

別 途 積 立 金

利 益 処 分 額

比較利益処分案

配 当 金 （ １ 株 に つ き 25 円 ）

任 意 積 立 金

計

平成15年度 比    較

当 期 未 処 分 利 益

平成16年度

 42
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役　員　の　異　動

　　　　　　   　

１． 新任取締役候補

平成１７年６月２９日定時株主総会にはかられる新任取締役候補

               
やしま としあき

八島 俊章　　（現　東北電力㈱ 代表取締役会長）

              （注）八島 俊章氏は社外取締役（非常勤）に就任する予定でございます。

　　　　　　　　　　八島 俊章氏は商法第 188 条第 2 項第 7 号ノ 2 に定める社外取締役で

ございます。

２． 退任予定取締役

平成１７年６月２９日定時株主総会をもって取締役退任予定

取締役（非常勤）　　

な か の  た か し

仲野 多加志

３． 取締役の異動

平成１７年６月２９日定時株主総会終了後の取締役会において選任の予定

          代表取締役副頭取　　

わたなべ まもる

渡辺 守 　　　 （現　代表取締役専務）

          代表取締役専務　　　

さかい じゅん

坂井 淳 　　　 （現　代表取締役常務）

          代表取締役常務　　　

かたおか ふ じ お

片岡 不二夫　　（現　常務取締役本店営業部長）

          取締役（非常勤）　　

くさか  むつお

日下 睦男　　　（現　取締役相談役）


